
経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

北上商工会議所（法人番号 5400005003639） 

北上市（地方公共団体コード 032069） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 ①小規模事業者の持続的成長のための経営戦略の構築と経営計画の策定、計画達

成の一助となる事業再構築や経営革新等を支援することにより、力強い地域経

済を創出する

②小規模事業者の IoT や DX に向けた IT の利活用による新たな市場開拓や域外

の販路開拓、生産性向上等を支援することにより、地域全体での稼ぐ力の向上

を実現する

③上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を

設定した上で、地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での

持続的発展の取組を図る

事業内容 1. 地域経済動向調査に関すること

小規模事業者の経営判断に活用できるデータ提供として、地域経済分析システム

（RESAS）や経営状況調査で情報を収集し、結果を分析後、ホームページで公

表する。 

2. 需要動向調査に関すること

小規模事業者が消費者ニーズにあった商品づくりを行えるよう、観光客向け、地

元客向けの両面で個社の商品調査を実施し、結果を商品のブラッシュアップに繋

げる。 

3. 経営状況の分析に関すること

小規模事業者自身が、自社の「現状」を把握し、問題意識を持つことを目的とし

て、経営分析（定量分析たる財務分析と、定性分析たる非財務分析の双方）を支

援する。 

4. 事業計画の策定支援

「地域の経済動向調査」や「経営状況の分析」及び「需要動向調査」の結果を踏

まえ、小規模事業者の持続的成長のための経営戦略の構築を実現するための事業

計画策定を支援する。 

5. 事業計画策定後の実施支援

前項で策定したすべての事業計画を四半期毎にフォローアップすることで、事業



者の売上や利益の増加を実現する。 

6. 新たな需要の開拓支援 

小規模事業者の新たな需要開拓を目的として、展示会・商談会の出展支援や IT

を活用した販路開拓の支援を実施する。 

連絡先 北上商工会議所 経営支援課 

〒024-0031 岩手県 北上市 青柳町二丁目１番８号  

TEL:0197-65-4211 FAX:0197-64-2656 

e-mail:info@kitakamicci.jp 

北上市 商工部 商業観光課 商業係 

〒024-8501 岩手県 北上市 芳町１番１号  

TEL:0197-72-8240 FAX:0197-64-2171 

e-mail:shokan@city.kitakami.iwate.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

1.目標 

(1)地域の現状及び課題 

①現状 

ア 北上市の概況 

北上市（以下、当市）は、岩手県のほぼ中央、北上盆地の中ほどに位置する。市域の中央部には平野が

広がり、東部は北上高地の丘陵地、西部は奥羽山脈の山々が連なり、北上川と和賀川が合流して田園地帯

を形成する。面積は、東西 38km、南北 34km で総面積 437.55 ㎢である。 

交通は、昭和 50 年代（1970 年代後半）から東北新幹線、東北縦貫自動車道、東北横断自動車道、釜石

秋田線等の高速交通体系の整備が進み、首都圏と 2時間 30 分で結ばれるなど、「北東北の十字路」を形成

している。 

北上商工会議所（以下、当所）は、当市唯一の商工団体である。 
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(b)業種別の商工業者数（小規模事業者数）の推移 

平成 28 年の商工業者数は 3,875 社、令和元年の商工業者数は 3,754 社である。 

 小規模事業者数は平成28年が 2,887者、令和元年が2,763者であり、3年間で124者減少している。産

業別にみると、宿泊業，飲食サービス業で▲62 者、卸売業，小売業で▲46 者と減少数が大きくなってい

る。 

 

平成28年 令和元年 増減
商工

業者数
小規模

事業者数
商工

業者数
小規模

事業者数
商工

業者数
小規模

事業者数
C 鉱業，採石業，砂利採取業 5 5 5 5 0 0
D 建設業 393 351 397 357 4 6
E 製造業 394 277 378 259 △ 16 △ 18
F 電気・ガス・熱供給・水道業 6 4 6 4 0 0
G 情報通信業 29 26 28 26 △ 1 0
H 運輸業，郵便業 141 82 158 91 17 9
I 卸売業，小売業 1,033 630 982 584 △ 51 △ 46
J 金融業，保険業 67 57 66 54 △ 1 △ 3
K 不動産業，物品賃貸業 187 182 192 187 5 5
L 学術研究，専門・技術サービス業 116 112 125 120 9 8
M 宿泊業，飲食サービス業 646 455 581 393 △ 65 △ 62
N 生活関連サービス業，娯楽業 467 446 439 421 △ 28 △ 25
O 教育，学習支援業 102 83 112 87 10 4
P 医療，福祉 60 50 59 49 △ 1 △ 1
Q 複合サービス事業 23 19 23 19 0 0
R サービス業(他に分類されないもの) 206 108 203 107 △ 3 △ 1

合計 3,875 2,887 3,754 2,763 △ 121 △ 124  
出典：総務省・経済産業省「経済センサス」の集計に基づく算出 

 

(c)業種別の課題（経営課題） 

ⅰ_商業 

経済センサスの推移でも分かるように、卸・小売業の小規模事業所数は平成 28 年から令和元年までの 3

年間で 46 者減少している。減少の要因は、事業主の高齢化により廃業が増加していること、若者を中心

にインターネットなどの非対面での購買が増加していること、日用品等の買回り品の購買においてスーパ

ーなどの総合的な小売店の利用が中心になっていることなどの理由により、小規模小売店の出店数が頭打

ちになっていることが考えられる。 

 経営課題は、店主の高齢化により従前の営業スタイルから脱却できず、現在のキャッシュレス等の IT

化の流れに対応できないことなどがあげられる。 
 

ⅱ_工業 

岩手県でも有数の工業地帯である当市には、誘致企業が多くあり、それに付随する企業の進出と必要と

される技術が合致したことで好循環の流れができつつある。 

また、建設業においては、一定程度の技量と取引先を確保することでの独立が増えているが、大手企業

進出による一過性の住宅建築にかかる特需の感があり、今後、事業継続する上での経営計画が必要となっ

てくる。 
 

ⅲ_観光業 

宿泊業においては、通年での観光資源が乏しく繁閑期がはっきりとしていたが、現在はキオクシアの建

設に伴う労働者の滞在先としてほぼ満室の状態が続いている。そのため、二大観光の春のさくらまつりと

夏のみちのく芸能まつりでの観光客の宿泊先の確保が困難な状態にある。 

 また、土産品の製造販売においても事業主の高齢化が進み、新たな取組に二の足を踏み、売上も現状維

持や減少の傾向にある。 

 feelNIPPON の地域力活用新事業創出支援事業による「二子さといも」を活用した北上ブランドの創出と
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して物産品開発事業を実施したものの、第二の矢が打てず、北上市の特産品 PR が不十分な状況にあり、

観光業が生き残るためにも市民を巻き込んだ商品開発や観光資源の再発見が急務である。 
 

キ 今後 5年間で小規模事業者の経営環境が変わる可能性がある出来事 

(a) 都市基盤整備 

 市域南北に貫く国道 4号線は、内陸部における物流の円滑化や地域間の交流・連携を促進し、快適・安

全な生活の確保を図る道路として機能してきた。沿線を中心に工業団地等の基盤整備を進めてきた結果、

自動車関連産業、半導体産業、産業用機器産業等の企業集積が進んだのに対し、対象区間の交通混雑が物

流活動を阻害する結果となった。 

そのため、花巻市から奥州市までの国道 4 号線の片側 2 車線の拡幅整備の事業化が決定し、交通容量の

確保、幹線道路としての速達性向上と交通安全性や交通混雑が解消され、物流効率化が図られることによ

り、地域経済活動や地域産業の活性化に繋がる動きが出てきた。 

 まちづくりの観点からは、北上市総合計画の目標である「あじさい都市」の実現に向けた「北上市拠点

形成プロジェクト」が立ち上がり、中心市街地を中心とした対象地区の商業者の高齢化や後継者不足等の

構造的な課題による空き店舗の増加による賑わい性の衰退、またそれに起因する経済的基盤の脆弱化に伴

って老朽化した建物への再投資に対する総合的かつ効率的な市街地整備が計画されており、都市機能の集

積による都市環境の創出が実現することにより、新な産業立地による人口増加が見込まれる。 

 

(b)キオクシア北上工場 第 2 製造棟 

 当市の北部に位置する工業団地に建設されるキオクシア北上工場第 2製造棟（通称：K2）はフラッシュ

メモリの生産能力増強に向け令和 5（2023）年の完成が予定されている。 

 フラッシュメモリ市場はクラウドサービスや 5G、IoT、AI 等の普及により拡大が見込まれており、多く

の雇用を生み出している。一方、地場企業においては令和 3（2021）年 7 月から、フルタイムでの求人倍

率が 2倍超で続いており、従業員獲得に苦戦している。 

 最低賃金の上昇の兼ね合いもあり、更なる生産性向上による既存の経営体質からダイナミックな変化を

余儀なくされている状況といえる。 

 

ク 北上市総合計画 2021-2030 

 「北上市総合計画 2021-2030（令和 3 年度～令和 12 年度）」の商工・観光部分は下表のとおりである。 

小規模事業者支援の視点からみると、地域産業の中核をなす商工業と多彩な魅力を持つ観光の活性化に

向けて、先駆的な研究開発や挑戦する人と企業の英知が国内外から集積する環境づくりなどが掲げられて

いる。 

■基本構想（令和 3年度～令和 12 年度） 

まちづくり将来像 

“うきうき”“わくわく”するまち北上 

基本目標「なりわい」：挑戦する心を原動力とした力強い地域経済の創出 

住みたい・働きたいまちとしての魅力を高めるため、高い交通利便性を活かした企業集積を促進さ

せるとともに、産業間連携による新たな挑戦を応援し、力強い地域経済を創出します。 

労働力人口が減少するこれからの社会を見据え、中小企業の技術開発力と生産性の向上、持続可能

な農林業を後押しする取組を展開し、幅広い世代が住み続けることのできる地域を確立します。 

■前期基本計画（令和 3年度～令和 7年度） 

4 力強い地域経済の創出 

4-1 産業の連携による相乗効果の創出 

4-2 農林業の競争力強化 

4-3 時代の変化に対応した工業の振興 

4-4 地域資源を活かした商業・観光の振興 

5 多様な人材が働きやすい環境の向上 

5-1 雇用環境の整備と労働力の確保 

5-2 人材育成に向けた取組の強化 
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ケ 北上市産業ビジョン 

 北上市では、北上市地域産業振興基本条例に基づき、地域産業の今後のあり方と、その実現に向け「北

上市産業ビジョン（令和 3(2021)年度から令和 12(2030)年度）」を策定している。北上市産業ビジョンは、

北上市総合計画の基本目標を達成するため、「農業」「林業」「商業」「工業」「観光」及び「産業連携」各

分野の方針と具体的な取組みを示しているが、そのうち「商業」「工業」「観光」部分の振興の方針は次の

とおりである。 

■北上市産業ビジョン（令和 3年度～令和 12 年度） 

産業振興の基本目標 「挑戦する心を原動力とした力強い地域経済の創出」 

－地域資源を活かし、人と技術が産業を育てるまち－ 

5 つの基本方針 ・地域産業の基盤強化 

・地域資源の発掘、収集、及び積極的な活用 

・地域産業を担う人材の育成及び活用 

・産業の枠を超えた交流及び連携 

・地域資源の魅力づくり及び発信の継続的な取組の展開 

振興の方針 5-3-2 商業の振興の方針 

 方針 1 魅力ある商業集積地区の再生 

 方針 2 人口減少地域の生活を支える拠点の再生 

 方針 3 新型コロナウイルス感染症の影響と変化する消費行動への対応 

 方針 4 活気ある商業環境の確保 

5-4-2 工業の振興の方針 

 方針 1 工業のさらなる成長と時代を先取りする挑戦を支援する 

 方針 2 多様な人材の活躍を促進する 

5-5-2 観光業の振興の方針 

 方針 1 ポストコロナ社会を見据えた受入環境の整備 

 方針 2 地域の「稼ぐ力」を育む観光資源の磨き上げ 

 方針 3 観光推進体制の構築・強化 

 

②課題 

これまで記述した内容から小規模事業者にとって対策が必要な地域の課題をまとめる。 

まず、人口をみると、当市の人口は減少傾向にあり、今後も減少傾向が続くことが見込まれている。一

方、その内訳をみると、企業誘致等による流入もみられ、人口の減少率は比較的緩やかな状況である。そ

のため、小規模事業者においては、今後の人口減少による消費の減衰に向けた準備が課題となる。 

さらに、年齢 3区分別人口をみると、高齢化率が上がり、消費構造が変化していくことから、この変化

への対応が課題となる。また、生産年齢人口の減少が見込まれ、働き手が不足することが予測されること

から、IT 等も活用した技術開発力や生産性の向上が課題である。 

特産品では、当市は豊かな自然環境のもと、北上地域固有の「二子さといも」などの特産品がある。小

規模事業者においても、特産品を活用した商品等の開発などが期待されている。 

観光面では、当市は、悠然と流れる北上川や和賀川、展勝地や夏油高原などの豊かな自然に恵まれ、鬼

剣舞、神楽などの民俗芸能が継承されている。また、国見山廃寺、江釣子古墳群、樺山遺跡などの文化・

歴史遺産が数多く存在する。観光客数も東日本大震災後から順調な回復をみせ、平成 25（2013）年からは

130 万人前後で安定推移していた。一方、小規模事業者をみると、この観光需要の獲得が十分とはいえな

いため、地域資源を活かした観光需要の獲得がひとつの課題となる。 

景況感をみると、業況 DI は、コロナ禍前が▲5.3 ポイント、直近期が▲19.3 ポイントとなっている。

現在、新型コロナウイルス感染症の影響で業況が悪化している事業者が多くなっているが、コロナ禍前に

おいても業況 DI がマイナス値となっていることが読み取れる。これはつまり、縮小市場で事業を行って

いる事業者が多いことを示しているため、域外への販路開拓による新たな価値の創出等、事業の再構築や

経営革新によるポジショニングの転換が課題であるといえる。 

業種別の事業所数の推移をみると、小規模事業者数は平成 28 年が 2,887 者、令和元年が 2,763 者であ
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り、3 年間で 124 者減少している。そのため、創業支援や事業承継支援による小規模事業者数・従業者数

の維持が地域としての課題である。 

業種別の課題をみると、①商業では、経営環境の変化に対応し従前の営業スタイルから変革を行うこと

や、スーパーなどの総合的な小売店との差別化、キャッシュレス等の IT の利活用、②工業では、生産性

向上による既存の経営体質からダイナミックな変化や計画経営の推進、誘致企業等の新たな取引先の獲

得、③観光業では、アフターコロナを見据えた新たな観光様式への対応や地域資源を活用した魅力的な商

品の開発等が課題である。 

また、今後 5年間で小規模事業者の経営環境が変わる可能性がある出来事をみると、「都市基盤整備」

や「キオクシア北上工場 第 2製造棟」などが進められている。それぞれの出来事において、新たな住民

の流入や商流の変化が予想されるため、新たな需要を獲得するために、消費者ニーズの見直しや販売促進

等の取組が課題となる。 

 

(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

北上市では、健康寿命の延伸や企業進出等に伴う新たな雇用の増加等により、人口が令和 2（2020）年

の 93,045 人から令和 12（2030）年には 94,300 人に増加することを目標としている。一方、社人研の推計

では 88,168 人に減少することが見込まれており、仮に減少すると、新型コロナウイルスによる消費マイ

ンドの冷え込みとは異なり、地域における消費者数の減少につながることから、消費の減衰＝市内の事業

者の売上減少が予測される。 

このような状況を鑑みると、小規模事業者においても事業の維持・継続のためには、①IoT や DX を推し

進めることによる新たな市場開拓や積極的な域外への販路開拓による新しい価値の創出、②新しい生活様

式への対応も含めたモノ消費からコト消費といった新たなニーズへの対応が必要となる。そこで小規模事

業者がこれらを実現している姿を 10 年後のあるべき姿とする。 

  また、これを実現するために、当所としても持続的成長のための経営戦略の構築と経営計画の策定、計

画達成の一助となる事業再構築や経営革新等の支援強化を図り、小規模事業者の強みを最大限活かしなが

ら持続的発展を後押しする必要がある。 

  さらには、新しい生活様式に対応した創業が予測されることから、創業者に対する企業のライフサイク

ルに応じた支援に取り組む。 

 

②北上市総合計画 2021-2030 との連動性・整合性 

北上市では、最上位計画として「北上市総合計画 2021-2030」を策定しており、この北上市総合計画の

基本目標を達成するための、「農業」「林業」「商業」「工業」「観光」及び「産業連携」各分野の方針と具

体的な取組みを「北上市産業ビジョン」で示している。 

「北上市産業ビジョン」をみると、商業振興では「新型コロナウイルス感染症の影響と変化する消費行

動への対応」、工業振興では「工業のさらなる成長と時代を先取りする挑戦を支援する」、観光振興では「地

域の「稼ぐ力」を育む観光資源の磨き上げ」等を方針として掲げている。 

 前項で示した小規模事業者のあるべき姿、「①IoT や DX を推し進めることによる新たな市場開拓や積極

的な域外への販路開拓による新しい価値の創出」は、前述の「新型コロナウイルス感染症の影響と変化す

る消費行動への対応」「工業のさらなる成長と時代を先取りする挑戦を支援する」。また、「②新しい生活

様式への対応も含めたモノ消費からコト消費といった新たなニーズへの対応」は前述の「新型コロナウイ

ルス感染症の影響と変化する消費行動への対応」「地域の「稼ぐ力」を育む観光資源の磨き上げ」に寄与

する目標であり、それぞれ連動性・整合性がある。 

 

③商工会議所としての役割 

ⅰ_商工会議所としての役割 

当所は「商工業の総合的な改善発達を図り、兼ねて社会一般の福祉の増進に資し、もってわが国商工業

の発展に寄与する」とする商工会議所の目的を達成するため、昭和 28 年に創立。以来、地域の活性化と

振興を柱に創業や課題解決に向けた経営相談、税務、労働関係等の支援を通じ企業の育成に努めてきたと

ころである。 

平成 3 年 4 月に一市一町一村が合併し、新生北上市が誕生。15 年後の平成 18 年 4 月に市内に 3 つ並存
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した商工団体も合併し「企業を育て地域を伸ばす商工会議所」をスローガンに経営改善普及事業を軸とし、

企業との二人三脚での企業育成を図っている。 

経営課題も多岐にわたり経営環境も時代の流れにより変化し、変化に対応できる能力の蓄積とアウトプ

ットによる企業への伴走型支援とワンストップ窓口としての機能強化し、これからの企業経営に必要な DX

の取組みを支援していく。 

また、高度な経営課題等については、ハブ的な役割として専門的な関係機関との連携を図るなど総合経

済団体として総合的な地域振興の役割を担っている。 

第 1期経営発達支援計画では、以下の目標を掲げ、小規模事業者支援を実施してきた。今後は第 2 期経

営発達支援計画を定め、小規模事業者の活性化に向けて全職員一丸となり取り組む。 

目標（第 1期経営発達支援計画） 

(1)地域内事業者の減少の歯止め・新陳代謝 

①経営状況を把握するためのヒアリングによる経営状況調査 

②事業承継や後継者の育成支援 

③従前の支援に加え IT を活用した経営の促進 

④創業希望者に対する支援による新規事業者の増加促進 

(2)持続的発展を遂げるための経営内容の見直しへの支援 

①経営革新や事業計画を進め、新商品開発や新分野への参入支援 

②顧客ニーズや消費動向の分析 

③新たな販路開拓・販路拡大への支援 

④商談会・物産展による成約率向上のためのフォローアップ 

(3)地域資源を活用した経済波及効果 

①イベントを通じた交流人口の増加・滞在型観光・インバウンド促進 

②６次産業・農商工連携による地域資源を活用した新たなブランド創出 

 

ⅱ_北上市産業支援センターとの連携 

北上市産業支援センターは、北上市内の工業をはじめ、商業、観光業及び農林業を包括的に支援すると

ともに、産業間連携や起業による新事業の創出を支援し、地域の持続的な発展と魅力ある地域産業の振興

を図ることを目的に設置された北上市の施設である。 

 各種精密測定器を安価に開放することで、北上市内外の企業の観察・計測・測定支援も行っている。 

 当所とは中小企業支援で連携を図っており、本計画の実施にあたっても、部分的に連携を図りながら事

業を推進する。 

 

(3)経営発達支援事業の目標 

【目標①】 

     小規模事業者の持続的成長のための経営戦略の構築と経営計画の策定、計画達成の一助となる事業再構

築や経営革新等を支援することにより、力強い地域経済を創出する 

 

【目標②】 

 小規模事業者の IoT や DX に向けた IT の利活用による新たな市場開拓や域外の販路開拓、生産性向上等

を支援することにより、地域全体での稼ぐ力の向上を実現する 

 

【目標③】 

 上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経済

を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組を図る 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

2.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 
【目標①達成のための方針】 

小規模事業者の持続的成長のための経営戦略の構築と経営計画の策定、計画達成の一助となる事業再

構築や経営革新等を支援するために、まずは経営分析により各事業者の現状（経営状況）を明らかにす

る。経営分析では、財務データ等からみえる表面的な経営課題だけでなく、事業者との対話と傾聴を通

じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識することに重点を置く。同時に、RESAS による地域データ

の分析を通じて外部環境を整理する。また、消費者ニーズに適合した商品づくりに向けて観光客・地元

客の両方を対象とした需要動向調査を実施する。これらの分析結果を活用しながら、持続的成長のため

の経営戦略の構築と事業計画の策定等を行う。さらに、計画策定後は伴走型でフォローアップを行い、

事業計画を実現させる。 

 

【目標②達成のための方針】 

IoT や DX に向けた IT の利活用に関する意識の醸成や基礎知識を習得させること、実際にデジタル活

用等の取組を推進していくことを目的に DX 推進セミナーを開催する。また、IT を利活用した販路開拓

への取組意欲が高い事業者に対しては、DX 推進セミナー後の実行支援を実施する。 

また、これらの支援を効果的にするため、経営指導員が DX や IT 利活用に関する資質向上を行う。 

 

【目標③達成のための方針】 

 経営分析、事業計画の策定、策定後の実施支援の各局面で、経営力再構築伴走支援モデルによる支援

を実施する。具体的には、経営課題の設定から課題解決を支援するにあたり、経営者や従業員との対話

を通じて、事業者の自走化のための内発的動機付けを行い、潜在力を引き出す。 

 また、これを実現するために、経営指導員等の資質向上を実施する。 

 

 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容  
 

3.地域の経済動向調査に関すること 

(1)現状と課題 

【現状】 

これまで市内の人口は微減傾向にあり、事業者は比較的安定した経営環境のなかで事業を行ってきた。

一方、今後を見据えると、人口減少、少子高齢化の加速、IT 活用による商圏の拡大などにより、経営環境

が大きく変化することが予測される。この変化を捉える際、地域の経済動向データの活用が有効であるが、

当所ではこれまで十分な情報提供ができていなかった。 

 

【課題】 

 小規模事業者の経営判断に資するような地域の経済動向に関するデータを公表する必要がある。そのた

めに、地域経済分析システム（RESAS）や経営状況調査により情報を収集し、結果を分析後、ホームペー

ジで公表する。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

【令和 4 年 11 月現在】 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 等） 

 

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導員

による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名： 千田 剛史 

連絡先： 北上商工会議所 TEL.0197-65-4211 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直

しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〒024-0031 

岩手県北上市青柳町 2-1-8 

北上商工会議所 経営支援課 

TEL： 0197-65-4211 ／ FAX： 0197-64-2656 

E-mail： info@kitakamicci.jp 

 

②関係市町村 

〒024-8501 

岩手県北上市芳町 1-1 

北上市 商工部 商業観光課 商業係 

TEL： 0197-72-8240 ／ FAX： 0197-64-2171 

E-mail： shokan@city.kitakami.iwate.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

必要な資金の額 3,450 3,450 3,450 3,450 3,450 

 ・地域の経済動向調査に関すること 200 200 200 200 200 

 ・需要動向調査に関すること 400 400 400 400 400 

 ・経営状況の分析に関すること 300 300 300 300 300 

 ・事業計画策定支援に関すること 600 600 600 600 600 

 
・事業計画策定後の実施支援に関す 

こと 
300 300 300 300 300 

 
・新たな需要の開拓に寄与する事業 

 に関すること 
800 800 800 800 800 

 
・事業の評価及び見直しをするため 

 の仕組みに関すること 
100 100 100 100 100 

 
・経営指導員等の資質向上に関する 

 こと 
750 750 750 750 750 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

・（国）伴走型小規模事業者支援推進事業補助金 

・（県）商工業小規模事業経営支援事業費 

・一般会計繰入金（会費収入、負担金等） 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


